
第

４

回

定

例

会

第

５

回

臨

時

会

7　　　七ヶ宿町議会だより　245号 七ヶ宿町議会だより　245号　　　6

◇
債
務
負
担
行
為
補
正

●
ふ
る
さ
と
体
験
交
流
館

管
理
運
営
業
務

【
期
間
】

　
令
和
５
年
度
か
ら
令
和
９
年
度

【
限
度
額
】

　
６
０
０
０
万
円

問

渡
部　
英
幸　
議
員

　
ふ
る
さ
と
体
験
交
流
館
（
宿
泊

施
設
お
た
て
）
の
利
用
実
績
と
年

間
経
費
は
。

答 

ふ
る
さ
と
振
興
課
長

　
令
和
３
年
度
利
用
者
は
１
５
４

６
人
で
年
間
経
費
は
１
７
０
０
万

円
。
売
り
上
げ
が
１
８
０
０
万
円

な
の
で
若
干
プ
ラ
ス
に
な
っ
て
い

る
。

問

吉
田　
修　
議
員

　
介
護
サ
ー
ビ
ス
給
付
費
の
補
正

は
コ
ロ
ナ
に
よ
る
影
響
か
。

答 

町
民
税
務
課
長

　
コ
ロ
ナ
の
影
響
で
な
く
、
居
宅

介
護
の
利
用
実
績
と
施
設
介
護
の

利
用
実
績
に
増
減
が
あ
っ
た
た

め
。

▲街道Hostel おたて

免税軽油制度の継続を求める意見書
【提案の理由】
　地域経済に計り知れない悪影響を与えることが懸念されるため、免税軽油制度の
継続を求めるため提出するもの。

全員賛成で採択

【名　　称】　　議 会 改 革 検 討 特 別 委 員 会
【目　　的】
　より町民に必要とされる議会構築のため、調査研究を行うことを目的とする。
【期　　間】
　本委員会の目的が達成するまでとする
【委員構成】
　委 員 長　　　五十嵐　敏　夫
　副委員長　　　髙　橋　浩　之
　委　　員　　　議　員　全　員

意 見 書 の 採 択意 見 書 の 採 択

特　別　委　員　会　設　置特　別　委　員　会　設　置

令
和
４
年　

第

５

回

臨

時

会

（
会
期
：
10
月
６
日
）

　
令
和
４
年
10
月
６
日
に
開
か
れ
た
臨
時
会
で
は
、
条
例
の
改
正
、
請
負

契
約
の
締
結
、
一
般
会
計
補
正
予
算
に
つ
い
て
審
議
可
決
。

問

渡
部　
英
幸　
議
員

　
こ
の
入
札
に
対
す
る
指
名
業
者

数
と
応
札
者
数
及
び
落
札
率
は
。

答 

農
林
建
設
課
長

　
業
者
は
６
社
指
名
に
て
３
社
が

応
札
。
落
札
率
は
94
・
48
％
。

問

髙
橋　
茂
美　
議
員

　
ラ
イ
ス
セ
ン
タ
ー
の
現
在
の
処

理
能
力
及
び
建
設
後
の
処
理
能
力

は
。

答 

農
林
建
設
課
長

　

現
在
50
　

ha
ほ
ど
の
処
理
能
力

で
あ
る
が
導
入
後
は
約
80
　

ha
の

農
地
面
積
の
処
理
が
可
能
と
な

る
。

問

五
十
嵐　
敏
夫　
議
員

　
農
機
具
自
動
操
舵
シ
ス
テ
ム
の

内
容
と
作
業
軽
減
化
は
ど
の
く
ら

い
か
、
又
、
ど
こ
に
配
置
す
る
の

か
。

答 

農
林
建
設
課
長

　
携
帯
電
話
を
利
用
し
、
Ｇ
Ｐ
Ｓ

機
能
を
組
み
合
わ
せ
自
動
で
操
作

を
行
う
も
の
。
15
％
か
ら
20
％
の

労
力
軽
減
に
繋
が
る
と
考
え
る
。

　
ラ
イ
ス
セ
ン
タ
ー
の
備
品
と
し

て
装
備
す
る
。

【 提 案 理 由 】
農地集積に伴い、新たなるライスセンターを建築するもの
契約の目的　　令和 4年度ライスセンター建築工事
契約の方法　　指名競争入札
契 約 金 額　　１億３７５０万円
契約の相手方　　�宮城県仙台市青葉区中江二丁目 23 番

20号
　　　　　　　　阿部建設株式会社

【主な歳入】
国庫補助金	 １３４０万円
農林水産業費補助金	 １４７４万円
地方創生交付金	 ９８６万円
【主な歳出】
住民税非課税世帯支援金	 １３００万円
物価高騰支援事業（全町民に 1万円の商品券支給）	１３３０万円
農機具自動操舵システム及び除草剤散布ドローン購入	１９１３万円

令
和
４
年
度

一
般
会
計
補
正
予
算

（
第
５
号
）

5
0
0
0
万
円
追
加

◆�

職
員
の
育
児
休
業
に
関
す
る
条

例
の
一
部
改
正

【
提
案
の
理
由
】

　
国
家
公
務
員
の
育
児
休
業
改
正

に
伴
い
、
非
常
勤
職
員
の
育
児
休

業
条
例
を
改
正
す
る
も
の
。

◇
条
例
の
改
正

国民健康保険特別補正予算（第３号）
	 ４３２万円追加
簡易水道特別会計補正予算（第２号）
	 １５０万円追加
公共下水道特別会計補正予算（第１号）
	 ４００万円減額
介護保険特別会計補正予算（第３号）	
	 １４００万円追加


